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【厚木市立病院の基本情報】 

 

医療機関名：厚木市立病院 

 

開設主体 ：厚木市（平成15年度に神奈川県からの移譲を受け開設） 

 

所在地  ：神奈川県厚木市水引１丁目16番36号 

 

許可病床数 ：347床 

（病床の種別） 

一般病床 ：341床 

感染症病床： 6床 

 

（病床機能別） 

高度急性期： 22床 

内訳 ＩＣＵ・ＣＣＵ：10床 

ＨＣＵ    ：12床 

急性期  ：319床  

 

稼働病床数 ：341床（令和４（2022）年３月31日現在） 

（病床の種別） 

一般病床 ：335床 

感染症病床： 6床 

 

（病床機能別） 

高度急性期： 10床 

内訳 ＩＣＵ・ＣＣＵ：10床 

急性期  ：325床  

 

診療科目：27科 

内科、消化器・肝臓内科、循環器内科、呼吸器内科、腎臓内科、 

糖尿病・代謝・内分泌内科、脳神経内科、精神科、小児科、外科、消化器外科、 

呼吸器外科、乳腺・内分泌外科、血管外科、整形外科、形成外科、脳神経外科、 

皮膚科、泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、放射線科、麻酔科、 

病理診断科、救急科、リハビリテーション科 

 

職員数   ：521人（令和４（2022）年３月31日現在） 

・ 医師  ： 70人 

・ 看護職員：316人 

・ 専門職 ：108人 

・ 事務職員： 27人 
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【１．現状と課題】 

 

① 構想区域の現状 

ア 人口推移 

厚木市立病院（以下「市立病院」という。）が属する県央構想区域の人口は年々減少して

おり、令和17（2035）年には80万人を割り込むと推計されています。 

65歳以上の人口と全体人口に占める割合の推移は、令和２（2020）年が、21.9万人の25.9％

に対して、令和17（2035）年には30.0％を超え、令和27（2045）年は、26.2万人の35.4％と

なる見込みです。特に、75歳以上の人口は、令和７（2025）年に13万人を超え、その後毎年

人口が減少していく過程においてもその水準で推移しますが、令和17（2035）年には14.5万

人を超える見込みです。 

 

イ 病床機能 

県央構想区域は、人口当たりの病床数が県域で下から２番目に少なく、診療所数において

は、県域で最も少なく、医療資源が不足している地域となっています。必要病床数に対して、

全体として病床数が大きく不足しています。 

病床機能では、高度急性期病床、回復期病床、慢性期病床が不足すると推計されています。

特に、回復期病床が大きく不足しています。 

 

ウ 公⽴・公的医療機関等の具体的対応⽅針の再検証 

厚生労働省は「地域医療構想に関するワーキンググループ」における議論を踏まえ、令和

元（2019）年９月に具体的対応方針の再検証を要請する公立・公的医療機関名を公表し、令

和２（2020）年１月に都道府県に対して再検証等の通知を行いました。再検証の結果、対象

医療機関の取組の⽅向性に大きな変更は生じていません。また、⾒直さないとした医療機関

は、既に医療機能の⾒直し等の取組を進めており、こうした取組は地域医療構想調整会議で

も妥当と評価されています。 

 

 

② 構想区域の課題 

ア 救急医療 

今後、75歳以上の高齢者が増加することから、救急搬送は増加することが見込まれていま

す。また、地域医療構想を進める中で、急性期病床から回復期病床等への転換が進むことに

より、救急機能が低下する可能性も否定できません。 

このため、急性期病床の削減は、救急患者の受入れはもとより、在宅医療患者の急変時の

受入れなども困難になりかねない状況となることから、引き続き、救急医療の維持・強化が

課題となっています。 

 

イ 小児医療・周産期医療 

少子化、核家族化、夫婦共働き世帯の増加、さらには、出生数の減少、高齢出産の増加と

いった社会情勢や家庭環境の変化などにより、子どもを産み、育てる環境は大きく変化して

います。安心して子どもを産み、育てることができる環境を整備するためには、妊産婦の高

齢化に伴うハイリスク分娩や低出生体重児及び極（超）低出生体重児の増加への対応、夜

間・休日の小児救急医療体制や重篤な小児救急患者の医療提供体制の確保・充実が求められ

ています。 

現状でも不足している小児医療・周産期医療は、医療人材の不足等により、今後も機能強

化が最も必要とされていることから、医療需要を考慮しつつ、必要な病床の確保や連携体制

の構築に向けた取組が求められています。 
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ウ がん、脳梗塞、急性心筋梗塞 

がんの患者数は、令和７（2025）年には平成22（2010）年の863人に比べて1.3倍の1,118

人に、脳梗塞は502人に比べて1.81倍の906人に、実数は少ないものの急性心筋梗塞も1.45倍

と大幅に医療需要が増加すると推計されています。 

一方で、地域内に高度医療・先進的な医療を提供する特定機能病院や大学病院がないこと

から、拠点となる病院の整備とともに、医療連携体制の構築に向けた取組が求められていま

す。 

 

エ 地域包括ケアシステム 

県央構想区域における在宅医療の患者数は、平成25（2013）年の6,826人と比較すると、

令和７（2025）年には1.54倍の10,525人に増加すると推計されており、認知症を含む精神疾

患を持つ高齢者が増加すると想定されています。 

一方で、人口10万人当たりの在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション、在宅歯科サー

ビスを実施している歯科診療所、訪問薬剤管理指導を行う事業所、在宅看取りを実施してい

る病院・診療所数は県全体の数値を下回っています。 

いつまでも、住み慣れた地域で安心して暮らせるような在宅医療連携拠点の整備、医療と

介護の連携、在宅医療を支える診療所と後方支援病院とのネットワークづくり、情報のネッ

トワーク化の検討など、地域包括ケアシステムの構築が求められています。 

 

オ その他 

県央構想区域は、外国籍の方の居住割合が2.5％と高く、県全体の数値1.9％、全国の数値

1.7％を上回っています。 

外国籍の方も、安心して受診できる診療体制を整備することが求められています。 
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③ 自施設の現状 

市立病院は、平成15（2003）年４月に神奈川県から経営移譲を受け開設し、平成24（2012）

年４月から運営形態を地方公営企業法の全部適用に移行するとともに、同年10月から、新病院

の建設に着手しました。 

新病院は、平成28（2016）年11月に完成し、平成29（2017）年12月には、外構を含むすべて

の建設工事を終え、全面オープンしています。さらに、新病院の整備に合わせ、看護師を始め

とする職員を積極的に採用することで、新たに整備した医療機能を最大限に活用できる体制

を整えてきました。 

これらの結果、高度な医療の提供や地域医療機関との連携推進などが図られました。一方で、

費用の増加に対し、病床利用率が低迷したことなどから収益が伸びず、経営状況が悪化してい

ます。 

なお、新型コロナウイルス感染症に対しは、第二種感染症指定医療機関として、さらには、

県の重点医療機関として、県央医療圏を中心とした神奈川県民の安心・安全を守るため、発生

初期から最前線で診療に当たっています。 

 

＜主な機関指定＞ 

第二種感染症指定医療機関、災害拠点病院、救急告示病院、基幹型臨床研修病院、 

神奈川DMAT指定病院、地域医療支援病院、難病医療支援病院、神奈川県がん診療連携指定病院、

神奈川県周産期救急医療システム協力病院 

 

 

④ 自施設の課題 

・ 救急応需の拡大や、紹介・逆紹介を更に推進し、地域連携を強化することで診療単価の上

昇と病床利用率の向上を図るとともに、保険診療以外での新たな安定した収入の確保につ

いても積極的に取り組む必要があります。 

・ 新病院の整備に当たり、多額の企業債を活用しています。また、経営健全化を図るため、

市から出資金や長期借入金を受けています。今後も医療機器などの更新が必要となること

から、計画的な企業債の活用と償還への備えが必要となります。 

・ 新型コロナウイルス感染症への対応から非常事態が続いていますが、救急医療や地域連携

の強化など、継続した取組を行うとともに、様々な災害を想定し、災害拠点病院としての機

能強化を図る必要があります。 

・ 医師を始めとした職員の働き方改革に向けた取組を進めて行く必要があります。 
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【２．今後の方針】 

 

① 地域において今後担うべき役割 
ア 救急医療の強化 

高度急性期・急性期を担う基幹病院として、今後も増加が見込まれる救急搬送について、

「断らない救急」の方針のもと、中心的な役割を担います。 

 

イ 小児医療・周産期医療の維持・強化 

小児医療については、相模川を挟んだ県央構想区域の西側では、唯一の入院病床を保有す

る病院であることから、その役割は重大です。 

一方で、小児科病棟の利用率は低調です。地域の需要に十分に応えられる体制を維持する

ことが重要ですが、需要を過大に見積もることは経済性に反します。小児医療については、

政策的医療として堅持することを基本としますが、年少人口の減少とそれに伴う小児医療

の需要についてしっかりと検証し、適正な規模で運営していくことが必要であると考えま

す。 

また、周産期医療については、妊産婦の高齢化が進み、ハイリスクとされる妊娠・分娩や

早産の増加が今後も見込まれることから、神奈川県周産期救急医療システムにおける中核

的な役割を担うための体制確保が必要であると考えます。 

「子育て環境日本一」を目指す厚木市において、小児医療・周産期医療を担う市立病院の

役割は重大であり、今後も政策的医療として、市民の皆様が求める需要に応えられる体制を

維持、強化していきます。 

 

ウ がん、脳梗塞、急性心筋梗塞への対応 

県央構想区域は、がん入院の完結率が低い傾向があることから、地域がん診療連携拠点病

院の指定に向けた取組を進めることで、身近な市立病院で高度ながん医療が受けられる体

制を整備するとともに、脳卒中センターや心臓・血管センターを設置し、脳卒中や急性心筋

梗塞等の受入体制を強化することで、高度急性期・急性期を担う基幹病院としての役割を果

たします。 

なお、構想区域内に高度医療・先進的な医療を提供する特定機能病院や大学病院がありま

せんが、西に東海大学医学部附属病院、北に北里大学病院がある地理的特性をいかし、これ

らの病院との連携についても十分に取り組む必要があると考えます。 

 

エ 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割 

地域医療支援病院として、地域での完結型医療実現に向け、医療機関との連携強化、機能

分化促進に努めるとともに、急性期医療の核としての役割を果たすことを目指します。地域

で入院医療が必要となった方を速やかに受け入れ、患者さんの生活を考慮した質の高い医

療を提供し、退院後の生活にスムーズに移行できるような支援体制を充実していく必要が

あると考えます。 

 

オ 新興感染症への対応 

市立病院は、県央構想区域唯一の感染症指定医療機関であり、その役割は重大です。 

新型コロナウイルス感染症に対しても、各種感染症対策を講じながら、専用病床を拡大

し、県の重点医療機関としての役割を担っています。 

今後も、市民の安心・安全を守るため、国・県・市との連携を図りながら、新興感染症に

備えていくことが必要であると考えます。 

 

  



7 
 

 

 

 

カ その他 

市立病院は、外国籍の方も安心して質の高い医療が受けられるよう、通訳ボランティアの

配置やデジタル機器の活用などを進めるとともに、行政とも連携しながら、必要な時に必要

な医療が受けられる体制を整えていきます。 

 

 

② 今後持つべき病床機能 🔶 
第３次厚木市立病院経営計画（以下「経営計画」という。）の期間である令和８（2026）年

度までの間、病床機能の見直しは考えていません。 

一時的に閉鎖しているHCU12床については、県央構想区域で不足している高度急性期病床を

担うためにも、新型コロナウイルス感染症への対応が終わり次第、早期に再開する必要がある

と考えています。 

なお、県央構想区域における病床機能について十分に検討しながら、地域がん連携拠点病院

の指定に向け、緩和ケア病棟の設置について、研究していく必要があると考えています。 

 

 

③ その他見直すべき点 
ア 再編・ネットワーク化 

県央構想区域は、相模川で東西に分断されており、病院等の立地は東側に多く分布してい

る中で、市立病院は、西側に位置する厚木市を中心とした医療を担い、地域の医療機関と連

携し地域医療を確保しています。 

地域の医療機関との統合、再編等については、地域医療構想調整会議等での検討状況も踏

まえ、現状では必要はないと考えています。 

今後も多様化する地域住民の医療ニーズに応えていくため、患者さんの症状に応じて必

要とされる機能を地域の医療機関や介護・福祉関係機関と分担するなど、地域包括ケアシス

テムの構築に向けた取組を推進していく必要があると考えています。 

 

イ 経営形態 

経営計画の期間は、新病院建設時の企業債の償還が本格的に始まる時期であるとともに、

多大な先行投資の回収時期でもあります。経営計画に示した取組を確実に実行することで、

自主自立した経営、健全な経営が推進されていくものと考えています。 

このため、現在の地方公営企業法全部適用による運営を継続していくことが適切である

と考えておりますが、地域の基幹病院として、様々な社会環境の変化に対処していくため、

今後も、経営形態については、研究していきます。 

 

ウ デジタル化の推進 

国は、令和４（2022）年度の運用開始を目指し、効率的かつ迅速にデータヘルス改革を進

めることで、新たな日常にも対応するデジタル化を通じた社会保障の構築を進めています。 

市立病院は、マイナンバーカードを活用した保険証の資格確認のほか、処方箋発行のオン

ライン化の環境づくり、地域医療機関とオンラインによる退院調整等の環境づくりなど、デ

ジタル化の推進に向け、積極的に研究していきます。 

また、デジタル技術の活用においては、患者サービスの高度化に加え、医療従事者の負担

軽減も期待できることから、働き方改革の推進におけるデジタル技術の導入についても、積

極的に研究していきます。 
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【３．具体的な計画】 

 

① ４機能ごとの病床のあり方について 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（平成28年度病床機能報告） 

 将来 

（2025年度） 

高度急性期 22  22 

急性期 319  319 

回復期  →  

慢性期    

（合計）    

 

 

 ＜年次スケジュール＞ 

経営計画：基本方針参照（資料①） 

 

 取組内容 到達目標 （参考） 

関連施策等 

2017年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019～2020

年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

2021～2023

年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

２
年
間
程
度
で 

集
中
的
な
検
討
を
促
進 

第
７
次
医
療
計
画 

第
８
期 

介
護
保
険
事
業
計
画 

第
７
期 

介
護
保
険
事
業
計
画 
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② 診療科の見直しについて 

 検討の上、見直さない場合には、記載は不要とする。 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（本プラン策定時点） 

 将来 

（2025年度） 

維持 

 

→ 

 

新設  → 

 

廃止 

 

→  

変更・統合 

 

→ 

 

 

 

③ その他の数値目標について 

 

医療提供に関する項目 

・ 病床稼働率：85.0％（令和７（2025）年度病床利用率） 

・ 手術室稼働率：- 

・ 紹 介 率 ：81.0％（令和７（2025）年度） 

・ 逆紹介率 ：87.5％（令和７（2025）年度） 

経営に関する項目＊ 

・ 人件費率 ：53.9％（令和７（2025）年度） 

・ 医業収益に占める人材育成にかける費用（職員研修費等）の割合：- 

 その他：経営計画：経営指標に関するKPI参照（資料②） 

 

 

 

＊地域医療介護総合確保基金を活用する可能性がある場合には、記載を必須とする。 

 

【４．その他】 

（自由記載） 

 

本件の記載内容のうち、◆以外の事項は、経営計画（令和４年３月策定）から転記したもの 
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